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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第101期

第１四半期連結
累計期間

第102期
第１四半期連結
累計期間

第101期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 81,532 56,559 335,409

経常利益 (百万円) 2,943 694 13,386

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,390 283 7,218

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,362 95 5,334

純資産額 (百万円) 115,954 121,704 122,115

総資産額 (百万円) 263,862 250,623 255,723

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 41.25 8.41 214.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.95 48.56 47.75

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　第101期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年６月30日)におけるわが国経済は、東日本大

震災の影響により生産面を中心に下押し圧力が強く、輸出・生産ともに大きく低下したほか、生産面の影

響を受けて国内需要も低調に推移いたしました。こうしたなか、国内新車販売おいてもメーカーからの新

車供給の一時停滞などにより、４月～６月の国内新車販売台数(除軽)は約477千台(前年同四半期比

36.0％減)、当社グループの主要な市場である愛知県下においては約37千台(同43.0％減)と大幅な減販と

なりました。

これらの厳しい市場環境の中にあって、当社グループの自動車販売も新車供給停滞による影響を大き

く受けた形となり、新車販売台数は8,697台(同57.1％減)、軽自動車を含めた販売台数は10,752台(同

53.2％減)と減販となりました。これにより当社グループの連結業績は、総売上高では56,559百万円(同

30.6％減)、割賦販売未実現利益及び手数料収入を含めた売上総利益は14,559百万円(同16.0％減)と減少

し、営業利益は376百万円(同85.0％減)、経常利益は694百万円(同76.4％減)、四半期純利益は283百万円

(同79.6％減)となりました。なお、５月以降は国内需要の一部に持ち直しの動きもみられるようになり、

また愛知県下における自動車販売市場におきましても需要そのものの大きな減衰はみられていないた

め、メーカーからの新車供給の正常化に伴って徐々に回復の方向に向かうものとみられます。

　
報告セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書の営

業利益と調整を行っております。

① 自動車関連事業

自動車関連事業は上記の新車の他、中古車、サービス等も含めた売上高は50,749百万円(同33.6％減)、

セグメント利益は214百万円(同91.1％減)となりました。

　なお、新車販売台数(除軽)の会社別内訳は以下のとおりです。

愛知トヨタ自動車㈱ 3,831台(前年同四半期比　5,053台減・56.9％減)

トヨタカローラ愛豊㈱ 2,144台(　　同　　　　　3,594台減・62.6％減)

ネッツトヨタ愛知㈱ 1,307台(　　同　　　　　1,763台減・57.4％減)

ネッツトヨタ東海㈱ 1,147台(　　同　　　　　1,245台減・52.0％減)

愛知スズキ販売㈱ 268台(　　同　　　　　　 73台増・37.4％増)

また、愛知県の軽自動車市場は、約18千台(同30.1％減)となり、愛知スズキ販売㈱では、軽自動車販売

台数は2,055台(同23.3％減)となっております。
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② 住宅関連事業

住宅関連事業につきましては、販売戸数が174戸(同14.5％増)と好調に推移し、売上高は5,188百万円

(同14.8％増)となり、セグメント利益は153百万円(同179.3％増)となりました。

　
③ 情報システム関連事業

情報システム関連事業につきましては、トヨタ自動車関連企業からのソフト開発の受託が増加し、売

上高は617百万円(同6.7％増)となりましたが、利益率が下がったことにより、セグメント利益は61百万

円(同17.8％減)となりました。

　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について

重要な変更はありません。

　
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,497,000

計 77,497,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,171,051 35,171,051
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000
株であります。

計 35,171,051 35,171,051― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 35,171,051 ― 2,917 ― 25,819

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載し

ております。

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式    314,000

―
単元株式数は1,000株であ
ります。

(相互保有株式)
普通株式  1,194,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,345,000 33,345 同上

単元未満株式 普通株式    318,051 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 35,171,051 ― ―

総株主の議決権 ― 33,345 ―

　
② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

㈱ＡＴグループ
名古屋市昭和区高辻町
６番８号

314,000― 314,000 0.89

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱
名古屋市昭和区白金
３丁目７番12号

358,000― 358,000 1.01

トヨタカローラ愛豊㈱
名古屋市昭和区滝子通
２丁目２番地

300,000― 300,000 0.85

ネッツトヨタ愛知㈱
名古屋市緑区浦里
３丁目100番地

299,000― 299,000 0.85

ネッツトヨタ東海㈱
名古屋市南区千竈通
１丁目36番地５

237,000― 237,000 0.67

計 ― 1,508,000― 1,508,000 4.28

(注)  平成23年６月30日現在における会社別の自己保有株式数及び相互保有株式数は次のとおりであります。

(自己保有株式)

㈱ＡＴグループ　　　　　　316,000株

(相互保有株式)

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱　　　　358,000株

トヨタカローラ愛豊㈱　　　300,000株

ネッツトヨタ愛知㈱　　　　299,000株

ネッツトヨタ東海㈱　　　　237,000株

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記

載することに変更しました。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,698 3,481

受取手形及び売掛金 19,936 16,475

割賦売掛金 67,029 64,175

リース投資資産 6,883 6,864

商品 8,651 11,399

仕掛品 2,430 2,406

貯蔵品 927 1,158

繰延税金資産 2,862 2,882

その他 8,200 8,280

貸倒引当金 △208 △180

流動資産合計 119,410 116,945

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,027 24,653

貸与資産（純額） 18,076 17,234

土地 46,899 46,899

その他（純額） 5,987 5,608

有形固定資産合計 95,991 94,395

無形固定資産 742 714

投資その他の資産

投資有価証券 26,707 26,075

繰延税金資産 6,417 6,470

その他 6,755 6,354

貸倒引当金 △302 △331

投資その他の資産合計 39,577 38,568

固定資産合計 136,312 133,678

資産合計 255,723 250,623
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,609 29,456

短期借入金 22,934 28,051

未払法人税等 3,074 377

賞与引当金 4,587 2,311

割賦利益繰延 12,011 11,569

その他 16,802 16,951

流動負債合計 93,019 88,719

固定負債

長期借入金 7,484 7,259

繰延税金負債 7,593 7,479

退職給付引当金 15,872 15,968

負ののれん 8,473 8,340

その他 1,165 1,151

固定負債合計 40,588 40,200

負債合計 133,607 128,919

純資産の部

株主資本

資本金 2,917 2,917

資本剰余金 29,229 29,229

利益剰余金 90,694 90,472

自己株式 △12,026 △12,028

株主資本合計 110,815 110,591

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,300 11,112

その他の包括利益累計額合計 11,300 11,112

純資産合計 122,115 121,704

負債純資産合計 255,723 250,623
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 81,532 56,559

売上原価 67,941 45,515

割賦販売未実現利益戻入額 12,050 12,011

割賦販売未実現利益繰入額 12,159 11,569

手数料収入 3,854 3,074

売上総利益 17,336 14,559

販売費及び一般管理費 14,819 14,182

営業利益 2,516 376

営業外収益

受取利息 21 25

受取配当金 260 245

負ののれん償却額 132 132

持分法による投資利益 62 －

その他 132 113

営業外収益合計 609 516

営業外費用

支払利息 116 81

持分法による投資損失 － 40

その他 65 76

営業外費用合計 182 198

経常利益 2,943 694

特別損失

固定資産廃棄損 － 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 326 －

投資有価証券評価損 － 163

特別損失合計 326 164

税金等調整前四半期純利益 2,617 529

法人税、住民税及び事業税 153 302

法人税等調整額 1,073 △56

法人税等合計 1,227 246

少数株主損益調整前四半期純利益 1,390 283

少数株主利益 － －

四半期純利益 1,390 283
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,390 283

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,752 △187

その他の包括利益合計 △2,752 △187

四半期包括利益 △1,362 95

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,362 95

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【追加情報】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

   保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入債務等に対し、債務保証を行っております。
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

㈱アトラス 0百万円 ㈱アトラス 2百万円

従業員(住宅資金) 0  〃 従業員(住宅資金) 0  〃

住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

1,138  〃
住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

910  〃

計 1,139百万円 　 913百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償却額は、次の

とおりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 3,338百万円 3,308百万円

負ののれんの償却額 132  〃 132  〃

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 697 20平成22年３月31日 平成22年６月11日 利益剰余金

　
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 522 15平成23年３月31日 平成23年６月15日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注３)

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

76,432 4,519 578 81,530 1 81,532 ― 81,532

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

16 15 332 364 128 492 △492 ―

計 76,449 4,534 911 81,895 129 82,025△492 81,532

セグメント利益 2,394 54 74 2,523 4 2,527 △11 2,516

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△11百万円には、セグメント間取引消去15百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△209百万円、その他調整額183百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整額は

報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成 23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注３)

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

50,749 5,188 617 56,555 3 56,559 ― 56,559

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

15 27 397 440 148 588 △ 588 ―

計 50,764 5,216 1,015 56,995 151 57,147△ 588 56,559

セグメント利益 214 153 61 428 12 441 △ 64 376

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△64百万円には、セグメント間取引消去25百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△206百万円、その他調整額116百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整額は

報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 41円25銭 8円41銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,390 283

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,390 283

普通株式の期中平均株式数(株) 33,697,729 33,661,530

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

平成23年５月12日開催の取締役会において、剰余金の配当(期末)に関し、次のとおり決議しました。

(1) 配当金の総額 522百万円

(2) １株当たりの金額 15円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成23年６月15日

(注)　平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２３年８月３日

　

株式会社 　ＡＴグループ

取 締 役 会　　御中
　

　

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　㊞
　

　 　 　

　 　 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　瀧　　沢　　宏　　光　　㊞
　

　 　 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社ＡＴグループの平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年
４月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＴグループ及び連結子会社の平成
２３年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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